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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】プログレッシブダウンロード型映像サービスに
おける、ユーザ満足度平均値を最大化するユーザ行動最
適化装置及び方法を提供する。
【解決手段】与えられた、前提条件と、「状態」情報と
、KPI、KQIから決定される満足度を表す効用関数からユ
ーザのモデルを生成し、ユーザのモデル、KQI及び効用
関数を用いて、各制御則を実施した場合の各ユーザの満
足度を求め、該満足度の平均値を平均効用の値として最
大平均効用蓄積手段に格納する。制御則算出手段は、算
出用制御則が与えられると、該算出用制御則を平均効用
算出手段に渡し、該平均効用算出手段を用いて、該算出
用制御則における平均効用の値を算出し、該最大平均効
用蓄積手段に格納されているそれまでの平均効用の値と
比較し、大きい方の平均効用の値と制御則を該最大平均
効用蓄積手段に保持し、最終的に該最大平均効用蓄積手
段に保持された制御則を最適制御則として出力する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プログレッシブダウンロード型映像サービスにおけるユーザの行動を制御するユーザ行
動最適化装置であって、
　最大平均効用の値と制御則を格納する最大平均効用蓄積手段と、
　与えられた、前記プログレッシブダウンロード型映像サービスを享受するユーザの端末
の情報、該ユーザの物理的位置、属性及び該サービスの利用状況を含む、該プログレッシ
ブダウンロード型映像サービスの提供する条件である前提条件と、該ユーザの標準的利用
パターンを含み、映像視聴時のユーザの状態を示す「状態」情報と、サービスの利用品質
に相関が高いネットワーク状態指標であるKPI(Key Performance Indication)、サービス
の利用品質であるKQI(Key Quality Indicator)から決定される満足度を表す効用関数から
ユーザのモデルを生成するモデル構成手段と、
　前記モデル構成手段で生成された前記ユーザのモデル、前記KQI及び前記効用関数を用
いて、各制御則を実施した場合の各ユーザの満足度を求め、該満足度の平均値を平均効用
の値とする平均効用算出手段と、
　前記平均効用算出手段で求められた前記平均効用の値を前記最大平均効用蓄積手段に格
納し、状態毎ユーザ数及び最適制御則の算出に用いる算出用制御則が与えられると、該算
出用制御則を前記平均効用算出手段に渡し、該平均効用算出手段を用いて、該算出用制御
則における平均効用の値を算出し、該最大平均効用蓄積手段に格納されているそれまでの
平均効用の値と比較し、大きい方の平均効用の値と制御則を該最大平均効用蓄積手段に保
持し、最終的に該最大平均効用蓄積手段に保持された制御則を最適制御則として出力する
制御則算出手段と、
を有することを特徴とするユーザ行動最適化装置。
【請求項２】
　前記モデル構成手段は、
　前記プログレッシブダウンロード型映像サービスの前提条件と、サービスプロバイダや
通信事業者がサービス品質向上を目的とする制御則に依存して決定付けられた、ユーザ、
ネットワークまたはハードウェアに関する「状態」情報を用いる
請求項１記載のユーザ行動最適化装置。
【請求項３】
　前記モデル構成手段は、
　ネットワークに関する「状態」情報に依存して決定付けられたネットワーク状態を表現
するKPIを用いる
請求項１記載のユーザ行動最適化装置。
【請求項４】
　前記モデル構成手段は、
　前記KPIに依存して決定付けられた前記KQIを用いる
請求項１記載のユーザ行動最適化装置。
【請求項５】
　前記モデル構成手段は、
　ユーザに関する「状態」情報及び前記KQIにより決定付けられたユーザの利用品質を表
す効用関数を用い、
　前記制御則算出手段は、
　前記効用関数を通信事業者またはサービスプロバイダにフィードバックすることにより
調整された制御則を用いる
請求項１記載のユーザ行動最適化装置。
【請求項６】
　前記モデル構成手段は、
　映像サービス利用品質に対するユーザ満足度をスカラー値で表現する効用関数、ユーザ
が前記プログレッシブダウンロード型映像サービスを利用する状況を表す、視聴状態およ
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び標準利用パターン状態情報を含む「状態」情報からユーザの標準的な映像視聴行動モデ
ルを、該「状態」情報毎に生成する
請求項１記載のユーザ行動最適化装置。
【請求項７】
　前記モデル構成手段は、
　映像の再生停止時間、再生停止の発生頻度による前記KQIと、前記プログレッシブダウ
ンロード型映像サービスの利用品質に対するユーザの満足度をスカラー値で表現する効用
関数を用いる
請求項１記載のユーザ行動最適化装置。
【請求項８】
　プログレッシブダウンロード型映像サービスにおけるユーザの行動を制御するユーザ行
動最適化方法であって、
　最大平均効用の値と制御則を格納する最大平均効用蓄積手段を有する装置において、
　与えられた、前記プログレッシブダウンロード型映像サービスを享受するユーザの端末
の情報、該ユーザの物理的位置、属性及び該サービスの利用状況を含む、該プログレッシ
ブダウンロード型映像サービスの提供する条件である前提条件と、該ユーザの標準的利用
パターンを含み、映像視聴時のユーザの状態を示す「状態」情報と、サービスの利用品質
に相関が高いネットワーク状態指標であるKPI(Key Performance Indication)、サービス
の利用品質であるKQI(Key Quality Indicator)から決定される満足度を表す効用関数から
ユーザのモデルを生成するモデル構成ステップと、
　前記モデル構成ステップで生成された前記ユーザのモデル、前記KQI及び前記効用関数
を用いて、各制御則を実施した場合の各ユーザの満足度を求め、該満足度の平均値を平均
効用の値とする平均効用算出ステップと、
　前記平均効用算出ステップで求められた前記平均効用の値を前記最大平均効用蓄積手段
に格納し、状態毎ユーザ数及び最適制御則の算出に用いる算出用制御則が与えられると、
該算出用制御則を用いて、該平均効用算出ステップを実行し、該算出用制御則における平
均効用の値を算出し、該最大平均効用蓄積手段に格納されているそれまでの平均効用の値
と比較し、大きい方の平均効用の値と制御則を該最大平均効用蓄積手段に保持し、最終的
に該最大平均効用蓄積手段に保持された制御則を最適制御則として出力する制御則算出ス
テップと、
を行うことを特徴とするユーザ行動最適化方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ユーザ行動最適化装置及び方法に係り、特に、映像データをダウンロードし
ながら再生するプログレッシブダウンロード型映像配信サービスを対象として、サービス
を享受するユーザの状態と映像サービス利用品質に対するユーザの満足度の効果を考慮し
て、ユーザ側の利用行動を最適化するためのユーザ行動最適化装置及び方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、スマートフォンやタブレット端末等のモバイル端末の普及に相俟って、大容量コ
ンテンツのダウンロードと並行して映像再生を行う、プログレッシブダウンロード型映像
サービスが普及している。当該サービスは、再生開始までに一定量のバッファリング（初
期バッファ量）を要することを特徴とし、ネットワーク条件の劣化に起因する再生品質劣
化の軽減が可能である一方、ネットワーク条件の劣化等により再生バッファ内の蓄積デー
タ量が低下した場合、再生が停止する場合がある。
【０００３】
　YouTube（登録商標）に代表されるプログレッシブダウンロード型映像配信サービスは
、いまやPC、モバイル端末のいずれにおいてもネットワークアプリケーションの代表的存
在であり、インターネットトラヒック量の観点でも多大なボリュームを占めている（例え
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ば、非特許文献1参照）。
【０００４】
　従って、コンテンツプロバイダ、ネットワーク事業者双方にとり、プログレッシブダウ
ンロード型映像配信サービスのユーザ体感品質の適切な把握と利用品質の向上が望まれて
いる。
【０００５】
　そのための技術として、網内もしくはサービス提供事業者のヘッドエンドで取得したキ
ャプチャデータに基づき、プログレッシブダウンロード型映像サービスの品質推定を実現
する技術がこれまでに提案されている（例えば、非特許文献２，３，４参照）。これらの
技術は、パケットキャプチャデータから端末の受信バイト量時系列を把握し、プレイアウ
トバッファモデルへ入力することで再生停止状態の推定を実現するものである。これらの
技術を利用することにより、所与のパケットキャプチャデータから、個々のセッションの
映像再生状態を推定可能である。
【０００６】
　また、KQI(Key Quality Indicator)に基づきユーザ満足度、すなわちQoE(Quality of E
xperience)を求める手段について種々提案されている（例えば、非特許文献５，６，７参
照）。非特許文献５，６，７の技術は、プログレッシブダウンロード型映像サービスにお
いて、KQIに基づき、ユーザ体感品質、すなわち、QoE(Quality of Experience)の表現を
求めるものである。具体的には、映像の再生停止回数、単一の停止イベントあたりの平均
停止時間、その発生間隔などを引数として、QoEを算出する数式を提供している。QoEは、
主観評価実験で全ユーザが回答する１～５までの自然数値を平均した値、すなわちMOS(Me
an Opinion Score)が用いられている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】A.Rao, Y.Lim, Network Characteristics of Video Streaming Traffic
, Proc. CoNEXT2011(2011).
【非特許文献２】池上大介，本多泰理，山本浩司他：「プログレッシブダウンロード系サ
ービスの停止時間推定法」信学技報, vol. 111, no. 278, CQ2011-59, pp. 91-96, 2011
年11月.
【非特許文献３】池上大介，本多泰理，山本浩司他：「チャンク型映像配信サービスにお
ける再生状態推定法の検討」,電子情報通信学会総合大会，B-11-24,2012年3月.
【非特許文献４】本多泰理，池上大介，山本浩司：「Ack観測による映像再生状態推定法
の検討 」,電子情報通信学会総合大会,B-11-25，2012年3月.
【非特許文献５】ITU-T勧告P.1201.1.
【非特許文献６】Tobias Hobfeld R. Schatz, E. Biersack, Internet Video Delivery i
n YouTube: From Traffic Measurements to Quality of Experience, Data Traffic Moni
toring and Analysis, Lecture notes in Computer Science 7754 (2013), 264?301.
【非特許文献７】R. K. P. Mok, Edmond W. W. Chan, and Rocky K. C. Chang, Measurin
g the Quality of Experience of HTTP Video Streaming, Proc. W-MUST 2011(2011).
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上記非特許文献２，３，４においては、主観評価実験もしくはアンケー
ト調査によりQoEを計測しており、ユーザが当該サービスを利用する時の状態を勘案して
いない。実際には、プログレッシブダウンロード型映像サービスのユーザにも様々なユー
ザの状態が存在し、KQIとQoEの関係に影響を及ぼす可能性が考えられる。例えば、自宅に
おける視聴時と、外出先で空き時間に利用する場合では、利用目的が異なることから、再
生停止時間が同一の場合でも、ユーザが体感するQoEは異なる可能性がある。
【０００９】
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　また、上記非特許文献５，６，７では、QoEを求めるための引数として、映像の再生停
止回数、単一の停止イベントあたりの平均停止時間、その発生間隔等が与えられるが、ユ
ーザの物理的位置や属性及び利用状況等は利用されないため、上記と同様に、求められる
QoEとユーザが体感とは異なる可能性がある。
【００１０】
　従って、通信事業者やコンテンツ事業者がユーザ満足度を最大化する目的で制御を行う
場合には、可能な限り各ユーザの視聴時の状態におけるQoEの傾向および利用形態を勘案
することが望ましい。
【００１１】
　本発明は、上記の点に鑑みなされたもので、ユーザの視聴時の状態を勘案したユーザ満
足度算出モデルの確立と、それに基づく制御則の導入により、ユーザ満足度平均値を最大
化することが可能なユーザ行動最適化装置及び方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　一態様によれば、プログレッシブダウンロード型映像サービスにおけるユーザの行動を
制御するユーザ行動最適化装置であって、
　最大平均効用の値と制御則を格納する最大平均効用蓄積手段と、
　与えられた、前記プログレッシブダウンロード型映像サービスを享受するユーザの端末
の情報、該ユーザの物理的位置、属性及び該サービスの利用状況を含む、該プログレッシ
ブダウンロード型映像サービスの提供する条件である前提条件と、該ユーザの標準的利用
パターンを含み、映像視聴時のユーザの状態を示す「状態」情報と、サービスの利用品質
に相関が高いネットワーク状態指標であるKPI(Key Performance Indication)、サービス
の利用品質であるKQIから決定される満足度を表す効用関数からユーザのモデルを生成す
るモデル構成手段と、
　前記モデル構成手段で生成された前記ユーザのモデル、前記KQI及び前記効用関数を用
いて、各算出用制御則を実施した場合の各ユーザの満足度を求め、該満足度の平均値を平
均効用の値とする平均効用算出手段と、
　前記平均効用算出手段で求められた前記最大平均効用の値を前記最大平均効用蓄積手段
に格納し、状態毎ユーザ数及び最適制御則の算出に用いる算出用制御則が与えられると、
該算出用制御側を前記平均効用算出手段に渡し、該平均効用算出手段を用いて、該算出用
制御則における平均効用の値を算出し、該最大平均効用蓄積手段に格納されているそれま
での平均効用の値と比較し、大きい方の平均効用の値と制御則を該最大平均効用蓄積手段
に保持し、最終的に該最大平均効用蓄積手段に保持された制御則を最適制御則として出力
する制御則算出手段と、を有するユーザ行動最適化装置が提供される。
【発明の効果】
【００１３】
　一態様によれば、ネットワーク事業者は各ユーザの視聴状態や各状態にあるユーザ数を
入力として、ユーザの満足度を最大化する制御を実現できる。また、当該アプリケーショ
ンがネットワーク事業者の提供するものである場合には、基地局や公衆無線LAN等のネッ
トワーク状態を勘案して、場所の移動もしくはアプリケーション操作などのユーザ行動に
対する誘導を行うことも可能である。これにより、アプリケーションの利用品質とネット
ワークリソースを最適化できる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の基本概念の相関図である。
【図２】本発明の一実施の形態におけるユーザ行動最適化装置１００の構成例である。
【図３】本発明の一実施の形態におけるユーザの状態モデルの例である。
【図４】本発明の一実施の形態における制御則算出部３０の処理のフローチャートである
。
【図５】本発明の一実施の形態における各状態におけるユーザ標準利用パターンの状態遷
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移の例である。
【図６】本発明を適用した場合の帯域割り当てシミュレーションの結果である。
【図７】制御則導入前後の平均効用の比較である。
【図８】制御則導入前後の接続試行回数の比較である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、図面と共に本発明の実施の形態を説明する。
【００１６】
　図１に、本発明の基本概念の相関図を示す。
【００１７】
　同図において、前提条件１は、プログレッシブダウンロード型映像サービスを享受する
端末スペック、ユーザの物理的位置、属性及び利用状況等のサービスの前提となる条件全
般の要素である。
【００１８】
　「状態」情報２は、ユーザ、ネットワーク、ハードウェアの各状況を表し、これらは前
記前提条件１に依存して決定づけられる要素である。
【００１９】
　当該プログレッシブダウンロード型映像サービスのユーザに関する「状態」情報２は視
聴時におけるユーザの状態、例えば、前提条件１が、『屋内で視聴』、『外出先で視聴』
等であるときの状態を表す。同時に、当該状態は各状態におけるユーザの標準的利用パタ
ーンを要素として含有する。例えば、『屋内でじっくり視聴する場合、初期待ち時間が長
くても視聴を停止しない』などである。ネットワークに関する「状態」情報２は例えば遅
延やパケットロス率などのネットワーク状態であり、ハードウェアに関する「状態」情報
２は端末の負荷状態等を表す。
【００２０】
　KPI３は、ネットワークに関する「状態」情報２に依存して決定づけられ、サービスの
利用品質に相関が高いネットワーク状態指標である。例えば、スループットなどを表す。
【００２１】
　KQI４は、KPI３に依存して決定付けられるものであり、サービスの利用品質、すなわち
停止時間や回数を示す。
【００２２】
　効用関数５は、ユーザの利用品質を表し、ユーザに関する「状態」情報２及びKQI４に
より決定付けられる。
【００２３】
　制御則６は、サービスプロバイダや通信事業者にフィードバックすることで、サービス
品質向上の観点で、算出された時点において最適な要素を表し、効用関数５により決定付
けられる。
【００２４】
　図２は、本発明の一実施の形態におけるユーザ行動最適化装置１００の構成例を示す。
【００２５】
　同図に示すユーザ行動最適化装置１００は、所与の入力に基づきモデル５０を決定する
モデル構成部１０と、平均効用算出部２０と、制御則算出部３０と、最大平均効用蓄積部
４０と、から構成される。なお、この他に図示しないが、システムオペレータとの間で入
出力を行うユーザインタフェースや、算出結果等を一時的に格納するメモリを有するもの
とする。
【００２６】
　本装置１００のシステムオペレータとしては、当該サービスを提供するコンテンツ事業
者もしくはネットワーク事業者などが考えられる。
【００２７】
　モデル構成部１０は、ユーザインタフェースを介して、システムオペレータから前提条
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件１、「状態」情報２、効用関数５の各要素が入力される。
【００２８】
　前提条件１は、対象とするネットワークの構成情報、具体的にはボトルネックリンクの
帯域情報と各「状態」情報２に属するユーザ数、各ユーザのアクセス時刻などを含む。
【００２９】
　「状態」情報２は、ユーザ、ネットワーク、ハ－ドウェアに関する各状態の定義である
。ユーザに関する「状態」情報２は、例えば『「じっくり」「ひまつぶし」状態』、『「
ひまつぶし」状態』などの視聴状態および標準利用パターンである。例えば、前者の『「
じっくり」「ひまつぶし」状態』では『フラグ"１"（状態１）から始め、40秒経過後にフ
ラグ"２"（状態２）に移行』とし、『「じっくり」状態』では『「フラグ"１"」（状態１
）から10秒で「フラグ"２"」（状態２）に移行』し、『「じっくり」状態』の場合、『視
聴中に5回停止すると「フラグ"４"」（状態４）に移行するが、「ひまつぶし」状態の場
合は視聴をやめる』などが考えられるが、その粒度については任意とする。当該シーケン
スの入力形態は、例えば、統一モデリング言語のUML（Unified Modeling Language）に規
定されるシーケンス図でもよいし、テキストによる記述等、それ以外の手段でもよい。こ
こで本装置のシステムオペレータは、ユーザの利用状態を、「視聴中」「ダウンロード中
」のそれぞれに関する2値のフラグの組み合わせで定義する（図３の例では、○、×で示
す）。これに基づき、システムオペレータは、ユーザの標準的利用パターンにおける状態
遷移のシーケンスを記述する。
【００３０】
　さらに、モデル構成部１０は、ユーザインタフェースを介して、システムオペレータに
よって定義されたKQI４とユーザの満足度の関係を表す効用関数５が入力される。当該効
用関数５は、例えば映像の停止回数や総停止時間等のKQI４を引数として、スカラー値と
して表現するものである。プログレッシブダウンロード型映像配信における既存の効用関
数として非特許文献５～７に記載の式が存在するが、ここでは任意の関数を採用してよい
ものとする。
【００３１】
　モデル構成部１０は、上記で入力された前提条件１、「状態」情報２、効用関数５をメ
モリ（図示せず）に格納し、例えば、それらの要素をオブジェクトと見做し、その関係を
UMLのクラス図を作成することにより、映像視聴行動モデル（以下、「モデル５０」と記
す）として出力する。
【００３２】
　平均効用算出部２０は、メモリ（図示せず）からモデル５０及びモデル構成部１０に入
力された情報を取得し、当該サービスが提供される回線における各利用ユーザの効用（平
均ユーザ満足度６０）を算出する。具体的には、入力である各ユーザのアクセス時間から
各ユーザが標準利用パターンを実行するシミュレーションにより、各時刻における帯域の
過不足から再生停止状態すなわちKQI４がユーザ毎に算出される。KQI４を入力として、効
用関数５により、各ユーザの平均ユーザ満足度６０が算出される。例えば非特許文献５，
６に記載の数式によりKQI４からQoEを算出するものであるが、ここでは数式自体は本発明
の範囲でなく、式は任意とする。最終的に、平均効用算出部２０は各ユーザの平均ユーザ
満足度６０（後述する図４のフローチャートの平均効用η）を算出し、メモリ（図示せず
）に出力する。
【００３３】
　制御則算出部３０は、ユーザインタフェースを介して、システムオペレータが事前に複
数用意した算出用制御則７（図５の例では、制御則{ξ1, ξ2,… ξiM}と、状態毎ユーザ
数が入力されると、メモリ（図示せず）から平均効用算出部２０で求められた各ユーザの
平均ユーザ満足度６０（平均効用η）と、前提条件１を取得し、プログレッシブダウンロ
ード型映像サービスが提供される回線における平均効用の値を最大化すべく制御則７０を
決定する。
【００３４】
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　具体的には、制御則算出部３０は、平均効用算出部２０を呼び出して、入力された各算
出用制御則７を実施した場合における平均ユーザ満足度６０（後述する図４のフローチャ
ートの平均効用ηM）を算出し、その最大値を実現する制御則７０を最適制御則９として
採用し、最終出力する。当該制御則９とは、各状態に属するユーザに対する誘導規則、ネ
ットワークの優先制御などを包含する概念である。なお、上記の算出用制御則７{ξ1, ξ
2,… ξiM}は、システムオペレータが入力する以外に、予めメモリに格納されていてもよ
い。
【００３５】
　図４は、本発明の一実施の形態における制御則算出部３０の処理のフローチャートであ
る。
【００３６】
　初回の処理で、i=1とし（ステップ１）、制御則算出部３０は、まず平均効用算出部２
０の出力結果である平均ユーザ満足度６０をηMとして最大平均効用蓄積部４０に格納し
ておく（ステップ２）。
【００３７】
　次に、インタフェースを介して算出用制御則７{ξ1, ξ2,… ξiM}が入力されると（ス
テップ３）、平均効用算出部２０を用いて、入力された算出用制御則７{ξ1, ξ2,… ξi
M}の下における平均ユーザ満足度６０（平均効用η）を算出し（ステップ４）、最大平均
効用蓄積部４０に格納されている当該時点までの平均効用最大値ηM と比較する（ステッ
プ５）。
【００３８】
　η≧ηMの場合には（ステップ５,No）、ηM=η，ξ=ξMとして、平均効用最大値ηMを
更新し、最大平均効用蓄積部４０に、当該制御則７０（ξMとηMの値）を格納する（ステ
ップ６及び７）。
【００３９】
　一方、η≦ηMの場合には（ステップ５,Yes）当該制御則７０は最大効用を実現しない
ものと判断して破棄する（ステップ８）。
【００４０】
　i=i+1として（ステップ９,Yes及びステップ１０）ステップ３に移行してi=iMになるま
で上記過程を反復し、入力された全ての算出用制御則７{ξ1, ξ2,… ξiM}について平均
効用の算出を完了した時点で（ステップ９,Yes）、最大平均効用蓄積部４０に蓄積されて
いる制御則ξMを、最適制御則９として出力する（ステップ１１）。
【００４１】
　以下に、本発明をプログレッシブダウンロード型映像サービスのユーザの行動に適用し
た評価を述べる。
【００４２】
　以下の例では、本装置のシステムオペレータは、ユーザの「状態」情報２として、『じ
っくり視聴する状態』『空き時間に視聴する状態』の２つの状態を定義するものとする。
以下、簡単のためそれぞれ当該「状態」情報２を『状態A』，『状態B』と表す。
【００４３】
　『状態A』に属するユーザは、映像コンテンツの視聴自体が目的であり、映像コンテン
ツの検索に時間に要する時間が短い、再生停止頻発時は視聴中断し再度視聴を再開する、
などの行動特性を呈する傾向が強いと考えられる。
【００４４】
　『状態B』に属するユーザは、特定の映像コンテンツ視聴を目的とせず、漫然と映像サ
ービスを利用する状態のため、検索時間が『状態A』ユーザのそれに比して長く、再生停
止頻発時は当該コンテンツの視聴自体を中断する確率が高い、などの傾向が考えられる。
【００４５】
　これらを勘案し、図５のように各状態のユーザの標準的利用パターンの状態遷移を記述
する。また、ここでの効用関数５（f(tc)）は、状態に依らず
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f(tc) = log(tc + 1)
と定義している。即ち、ここではKQI４としては総再生時間tcのみを採用している。また
シミュレーションの諸元として、ここではユーザあたり利用帯域を1Mbps、ファイルサイ
ズを6MByte、ファイル時間長を5分と設定している。
【００４６】
　図６に、上記の設定に基づき、シミュレーションにより平均ユーザ満足度を算出した結
果を示す。同図に示す結果では、ほぼ全ての系内数について『状態A』のユーザ比率が高
い方が平均効用の数値が高いことが分かる。また、系内数が8から16の場合に注目すると
、『状態A』と『状態B』のユーザ混在時の方が、『状態B』のユーザのみの場合より効用
が高くなっていることがわかる。
　これは、『状態A』のユーザが視聴している間に『状態B』のユーザが帯域を有効に利用
できていることによると考えられる。本結果より、『状態B』のユーザを制御し、ユーザA
の再生停止時間を縮小することが、平均効用増大につながると考えられる。
【００４７】
　図７は、系内における『状態A』および『状態B』のユーザが各半々ずつの場合において
、以下の制御則に従いユーザを誘導した場合の結果を示している。
【００４８】
　・『状態A』のユーザがダウンロード中(flag4)、『状態B』ユーザは動画のダウンロー
ドを控えるように誘導する(flag1に留める)。
【００４９】
　・『状態A』のユーザが視聴中(flag3)、『状態B』のユーザは動画の視聴及びダウンロ
ードをする(flag2)ようにユーザを誘導する。これより、系内数が7から12の場合において
は"△"（制御則無し）と"×"（制御則有り）の差分が大きいことから、制御則を適用しな
い場合に比して平均効用を増大できていることが確認できる。
【００５０】
　図８は、各状態のユーザが同数の場合、『状態A』、『状態B』の各ユーザにおける前記
制御則の適用有無の場合の接続試行回数を示すものである。グラフの横軸は系内の全ユー
ザ数を表す。
【００５１】
　制御則導入に伴い、『状態A』のユーザはダウンロードの高速化により接続試行が増大
傾向を示している。一方、『状態B』のユーザは待機時間の増大に伴い制御則導入後に不
要な接続試行を控える傾向を示している。
【００５２】
　なお、上記の図２に示すユーザ行動最適化装置１００の各構成要素の動作をプログラム
として構築し、プログレッシブダウンロード型映像サービスにおける、ユーザ行動最適化
装置１００として利用されるコンピュータにインストールして実行させる、または、ネッ
トワークを介して流通させることが可能である。
【００５３】
　本発明は、上記の実施の形態に限定されることなく、特許請求の範囲内において、種々
変更・応用が可能である。
【符号の説明】
【００５４】
１　前提条件
２　「状態」情報
３　KPI(Key Performance Indication)
４　KQI(Key Quality Indicator)
５　効用関数
６　制御則
７　算出用制御則
８　状態毎ユーザ数
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９　最適制御則
１０　モデル構成部
２０　平均効用算出部
３０　制御則算出部
４０　最大平均効用蓄積部
５０　モデル
６０　平均ユーザ満足度
７０　制御則
１００　ユーザ行動最適化装置

【図１】 【図２】
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